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Ⅱ．アレルギー対策について

１．アレルギー対策の現状と問題点

（１）我が国におけるアレルギー対策の現状

(1)アレルギー疾患患者の動向

○ 疫学研究

平成４年度から６年度にかけて実施された厚生科学研究の全国調査

（「 」（ ））アレルギー疾患の疫学的研究 班長：関西電力病院 三河春樹先生

によると、何らかのアレルギー疾患を有する者は、乳児；２８．９％、

幼児；３９．１％、小児；３５．２％、成人；２９．１％であった。こ

れらの結果は、我が国全人口の約３人に１人が何らかのアレルギー疾患

に罹患していることを示している。

○ 平成１５年保健福祉動向調査 アレルギー様症状

・ 調査の概要

平成１５年国民生活基礎調査の調査地区から層化無作為抽出した全

国の３００地区内におけるすべての世帯員４１，１５９名を調査の客

体とし調査が行われた。

・ アレルギー様症状があった者とその診断があった者の状況

本調査によると、この１年間に、皮膚、呼吸器及び目鼻の各症状の

いずれかのアレルギー様症状があった者は全体の３５．９％で、この

うち、アレルギー診断のあった者は全体の１４．７％であった。現在

アレルギー様症状のある者で医療機関においてアレルギー診断を受け

た者の割合は半分に至っていない （図２・図３）。

・ アレルギー疾患対策への要望

今後のアレルギー疾患対策について要望があると答えた者は全体の

５７．５％で、その主な内容は 「医療機関（病院・診療所）にアレル、

ギー専門の医師を配置してほしい 「アレルギーに対する医薬品の開」、

発に力を入れてほしい 「アレルギーに関する情報を積極的に提供し」、

てほしい」であった （表３）。
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*3
○ 個別疾患毎の状況

・ 気管支喘息

気管支喘息は小児・成人とも年々増加傾向にあり、小児の喘息は過

去３０年間で１％から５％に、成人の喘息は１％から３％に増加し、

。（ ）現在約４００万人が気管支喘息に罹患していると考えられる 図４

・ アレルギー性鼻炎・花粉症

花粉症の原因や発症状況は各地方の植物の種類や花粉の数によって

異なる。例えばスギ花粉症は花粉が飛ばない北海道や沖縄ではほとん

ど見られない。

平成１３年に実施された財団法人日本アレルギー協会の全国調査に

よれば、スギ花粉症の有病率は、全国平均で約１２％であった。

平成７年にスギ花粉症について千葉県で実施された調査によると、

小中学生の感作率、発症率は全体的に年齢が上がるにつれて上昇し、

２０～４０歳までの青壮年では感作率は６０％を超え、抗体陽性者の

発症率も５５％を超えてピークを示す。しかし５０歳以上では、加齢

とともに感作率、発症率はともに減少する。

・ アトピー性皮膚炎

アトピー性皮膚炎の有症率は、平成４年厚生省児童家庭局母子衛生

課の全国調査によると、乳児６．６ 、１歳半児５．３ 、３歳児% %
８．０ であった。%

平成１２年度から１４年度にかけて厚生労働科学研究で実施された

全国調査（ アトピー性皮膚炎の患者数の実態及び発症・悪化に及ぼ「

す環境因子の調査に関する研究 （主任研究者：山本昇壯広島大学名」

誉教授 ）によると、４ヶ月児；１２．８％、１歳半児；９．８％、）

３歳児；１３．２％、小学１年生；１１．８％、小学６年生；１０．

６％、大学生；８．２％である。これらの結果からみると、本症の有

症率は平成４年の調査結果と比較するとなお増加傾向にあるようにみ

えるが、両調査の診断基準が同一であったか否かの検証はなされてお

らず、単純に比較することは妥当でないとの意見もある。
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名古屋地区においては、昭和５６年から幼児・学童(３～１５歳)を

対象とした縦断調査が実施され、昭和５６年の有症率は２．９ であ%
ったが、平成４年には６．６ に増加した。しかし、平成４年以降は%
有意な増加はみられないことが報告されている。

・ 食物アレルギー

平成１２年度から１４年度に厚生労働科学研究で実施された調査

（ 重篤な食物アレルギーの全国調査に関する研究 （分担研究者：飯「 」

倉洋治昭和大学医学部教授 ）によると、食物アレルギーを起こす原）

、 （ ）、 （ ） 。因としては 鶏卵 約３９％ 牛乳・乳製品 約１６％ 等である

また、平成１５年度から１７年度の厚生労働科学研究「食物等によ

るアナフィラキシー反応の原因物質（アレルゲン）の確定、予防・予

知法の確立に関する研究 （主任研究者：海老澤元宏国立病院機構相」

模原病院臨床研究センターアレルギー性疾患研究部長）等によると、

食物アレルギーは小児に多い病気であるが、学童期、成人にも認めら

れ、その割合は、乳児が１０％、３歳児が４～５％、学童期が２～３

％、成人が１～２％といわれている。

○ アレルギー関連死

平成１５年人口動態統計によると、アレルギー疾患に関連した死亡者

数は３，７５４名で、そのうち「喘息」による死亡は３，７０１名（９

８．６％ 「スズメバチ、ジガバチおよびミツバチとの接触」による死）、

亡は２４名（０．６％ 「有害食物反応によるアナフィラキシーショッ）、

ク」による死亡は３名（０．１％）であった （図５）。
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(2)主なアレルギー対策の経緯

（ア）厚生労働省におけるアレルギー対策

○ 病院及び診療所におけるアレルギー科の標榜

・ 平成８年より医療法上の標榜科としてアレルギー科が認められ

た。平成１４年現在のアレルギー科の標榜施設は病院と診療所を

あわせて４，４８０施設となっている。

○ 普及・啓発

・ 厚生労働省では、研究成果を活用した普及啓発として、次の施

策を行ってきた。

① 均一な治療の普及のために、関係学会等と連携し、診療ガイ

ドライン等を作成して医療機関等に配布

② 各種アレルギー疾患についてわかりやすく解説したパンフレ

ットを作成し、広く一般国民に情報を提供

③ 平成１４年には、アレルギー疾患のこれまでの研究成果をと

りまとめた「リウマチ・アレルギー研究白書」を作成し、都道

府県等へ配布

・ また、都道府県等の保健師等を対象にした「リウマチ・アレル

ギー相談員養成研修会」等を実施し、地域における相談体制の確

保促進を図っている。

・ 平成１６年１２月から厚生労働省のホームページ上に「リウマ

チ・アレルギー情報」のページを開設し、正しい情報の普及の強

化に努めている。

（ ）http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/kenkou/ryumachi/index.html

・ 平成１７年春は、全国的に観測史上１，２位を争う多さの花粉

が飛散すると予測されていたため、厚生労働省は花粉の飛散が本

格化する前から「緊急対策」として、正しい情報に基づく花粉症

の予防や早期治療の更なる徹底を進めてきた。具体的には、国民

に対し、花粉症に関する正しい情報を提供するとともに、花粉に

できるだけさらされないよう自ら予防し、必要があれば早めに医

療機関を受診してもらうよう呼びかけた。また、医療従事者等に
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対しては、適切な治療がなされるよう、診療ガイドラインの周知

徹底等を行った。

○ アレルギー物質を含む食品に関する表示について

・ 食物アレルギー疾患を有する者の健康被害の発生を防止する観

点から、アレルギーをはじめとした過敏症を惹起することが知ら

れている物質を含む加工食品のうち、特に発症数、重篤度から勘

案して表示する必要性の高い小麦、そば、卵、乳及び落花生の５

品目を原材料とする加工食品については、これらを原材料として

含む旨を記載することを食品衛生法で義務づけ、平成１３年より

施行している。また、その他アレルギーの発症が見られる２０品

目についても、法的な義務は課さないものの、アレルギー疾患を

有する者への情報提供の一環として、当該食品を原材料として含

む旨を可能な限り表示するよう努めるよう、同年より推奨してい

る。また、こうした制度を周知するため、パンフレットやホーム

ページ等を活用している。

○ アナフィラキシーに対するエピネフリン自己注射用キット

・ エピネフリンは、その交感神経刺激作用により、気管支痙攣の

治療や急性低血圧・アナフィラキシーショックの補助治療等に世

界中で使用されており、これを自己注射するための緊急処置キッ

トが開発されている。本邦において蜂毒に起因するアナフィラキ

シーにより年間約３０人の死亡例が報告されている。一方林野庁

では、平成７年から職員を対象としてアナフィラキシーショック

に対する緊急治療薬としてエピネフリン自己注射用キットを輸入

し、治験に準じた使用を開始した。厚生労働省は、平成１５年、

蜂毒に起因するアナフィラキシーショックの補助治療剤としての

輸入承認を行い、平成１７年３月、蜂毒に限らず食物及び薬物等

に起因するアナフィラキシーについて新規効能追加の承認を行っ

た。このことから、医師のインフォームドコンセントを前提とし

た処方が可能となった。

○ 研究の推進

・ 厚生労働科学研究費補助金により、平成４年度から、アレルギ
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ー疾患についてその病因・病態解明及び治療法の開発等に関する

総合的な研究が開始されている。

・ また、平成１２年１０月に国立相模原病院（現 国立病院機構

相模原病院）に臨床研究センターを開設し、アレルギー疾患に関

する臨床研究を進めている。さらに、平成１６年４月から理化学

研究所横浜研究所免疫・アレルギー科学総合研究センターとの間

でアレルギーワクチン開発等の共同研究が実施されている。

○ 花粉症対策における関係省庁との連携

・ 社会問題化している花粉症の諸問題について検討を行うため、

文部科学省、厚生労働省、農林水産省、気象庁、環境省で構成す

「 」 、る 花粉症に関する関係省庁担当者連絡会議 が設置されており

必要な情報交換を行っている。

○ シックハウス対策

・ シックハウス症候群とは、近年の住宅の高気密化等により、建

築材等から発生する化学物質等による室内空気汚染による健康影

響のことであり、その原因として中毒によるもの、アレルギーに

よるもの、その他明確でないもの等があげられる。厚生労働省に

おいては、原因解明、実態把握、診断・治療法等に関する研究等

を実施し、平成１６年２月には「室内空気質健康影響研究会」に

よりそれまでに厚生労働科学研究等で得られた医学的知見等の整

理・報告書のとりまとめが行われた。

・ 厚生労働省は、平成１３年度までに、１３種類の化学物質の室

内濃度指針値等を策定、平成１５年４月より、建築物における衛

生的環境の確保に関する法律に基づく特定建築物における室内空

気中のホルムアルデヒド量の測定の義務づけを行うとともに、医

療機関においてアレルゲン等を除去した環境下で診断、治療等を

行う「クリーンルーム」の整備等を行っている。

・ また、平成１２年度より「関係省庁連絡会議」を設置し、厚生

労働省は関係省庁と連携しつつ総合的な対策を推進している。
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（イ）地方公共団体におけるアレルギー対策

都道府県におけるアレルギー対策は、地域の特性に応じて自治事務

として取り組まれている。しかしながら、普及啓発や相談窓口の設置

などは比較的取り組まれているものの、医療計画上アレルギー対策を

定めているところは少ない。また、市町村や関係団体等との連携を図

っているところも少ないなど、各都道府県間には較差があり、その対

策は必ずしも十分なものとなっていない （表２）。

（ウ）アレルギーに関する専門医療等

医療の水準を高めること、患者や患者の家族から見て医療施設や医

師個人の専門を承知して診療を受けられるようにすること、医療施設

及び医師が相互にその専門をすぐ判るようにすること等に役立つこと

を目的として、昭和６２年１０月、日本アレルギー学会によりアレル

ギー認定医制度が制定され、平成１６年１１月から専門医制度に一本

化された。平成１７年７月現在で専門医２，３００名（うち指導医４

１４名）が認定されている。学会の認定施設数は、２７３施設３７７

科（内科１８５科、小児科９５科、耳鼻咽喉科２３科、皮膚科３３科、

眼科１科）である。人口１０万対比のアレルギー専門医数は約１．６

である。今後、学会において適切な専門医数の水準等を検証しつつ、

適切な認定施設と専門医の確保が求められる。
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（２）アレルギー対策における問題点

我が国においてはこのようなアレルギー対策を実施し、欧米のアレルギ

ー診療水準との較差はないが、これら対策は必ずしも戦略的に推進されて

おらず、また、患者への医療提供等について患者のニーズに対応できてい

ない面があり、問題を残しているといえる。

(1)医療面の問題

○ 適切なアレルギー診療の可能な医療機関

・ アレルギー診療の可能な医療機関の立地については地域により様

々であるが、その実情や在り方について、地域において体系立てて

計画的に整理されていないのが現状である。

○ 早期診断の問題

、 、・ 患者の重症化を防ぐためには早期診断 早期治療が重要であるが

そのためには発症早期の患者や軽症の患者を診療する可能性が高

い、地域の医療機関の医師におけるアレルギー疾患管理能力の向上

が重要である。しかしながら、必ずしも全ての医療機関において診

療ガイドラインを活用した標準的な医療の提供がなされていない。

（図６）

○ アレルギー疾患を診療する医師の資質

・ アレルギー疾患は罹患臓器が全身各臓器にわたり、乳幼児期から

高齢期まで全年齢層が罹患する疾患群であるので、アレルギー診療

には幅広い知識が必要となるが、現在は各診療科が縦割りでそれぞ

れの診療を行っている場合が多い。

○ アレルギー疾患に関連した死亡

・ 脳血管疾患・悪性新生物等と異なり、アレルギー疾患は一般的に

死に至ることが少ない病気であるが、年間約４，０００人がアレル

ギー疾患により死亡している。

とりわけ喘息死対策は喫緊の課題であるが、わが国における喘息

死は減少傾向にあるとはいえ、未だ先進国群において高い死亡率を

示している。その原因としては、喘息発作についての認識不足や不
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、 。 、定期受診等 患者側の要因が大きいとされている また診療側では

診療ガイドラインに基づいた継続的かつ計画的な治療管理が喘息死

を有意に減少させるとされているが、その普及は十分といえない。

(2)情報提供・相談体制面の問題

○ 慢性期医療管理の問題

・ アレルギー疾患については、抗原回避等の生活環境や生活習慣の

改善、日常服薬管理、疾患状態の客観的自己評価及び救急時対応の

手法について自ら習得し管理することで、ＱＯＬの向上を図ること

ができるが、現時点では必ずしもこういった内容に関する適切な疾

患管理が患者自身によって十分に行われておらず、またその習得方

法の確立や普及も完全ではない。

・ 薬剤副作用の問題

アレルギー疾患の治療においては、炎症を抑える薬物を長期投与す

ることが多いため、副作用の問題が重要である。疾患によっては診療

ガイドラインにおいて局所抗炎症薬が推奨されているが、患者の診療

に対する意志に頼るところが大きいこと等から、実際には正しい疾患

治療管理が行われていないことがある。現状において必ずしも薬剤の

副作用について正しい知識が普及していないため、患者は薬剤の副作

用発現に気づかず合併症を併発したり、もしくは副作用を恐れて怠薬

したりしていることがある。

○ 情報の問題

・ 情報の氾濫

インターネットの普及等によりアレルギー疾患に関する各種の情報

が入手できるようになった。しかし、いわゆる医療ビジネスや民間療

、 、法に関する情報も普及し 中には健康に悪影響を及ぼす誤った情報や

不適切な情報等があり、国民が正しい情報を取捨選択するのが困難な

状況にある。また、国民からは、アレルギーに関する適切な情報をさ

らに積極的に提供してほしいとの要望もなされている。

○ 相談の問題

個人差はあるものの、アレルギー疾患患者は長期的にＱＯＬを損なう
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恐れがあり、心理的負担がかかるため、アレルギー疾患を管理する上で

はカウンセリング等の心理的支援にも留意した適切な相談対応が必要で

ある。現状では、必ずしもすべての都道府県等において、相談業務をは

じめとした十分なアレルギー疾患に関する対策が講じられていない。ま

た、国において実施している相談員養成研修会においてもその点につい

て十分な対応ができているとはいえない。

(3)研究面の問題

○ 患者の実態把握

国において、アレルギー患者の実態については必ずしも十分に把握さ

れておらず、有効な治療法の確立に必要な情報収集体制が確立されてい

ない。

○ 予防法が未確立

アレルギー疾患は遺伝要因と環境要因が関与しているといわれている

が、多様な原因・悪化因子は年齢によっても個々の患者によってもそれ

ぞれ異なるとされ、予防法が確立していない。

○ どの医療機関でも実施できる抗原確定診断法が未確立

減感作療法や抗原回避等の抗原に特異的な治療を実施するためには、

アレルギーの原因物質の特定は必須の前提条件である。現在、アレルギ

ー疾患の原因物質の確定診断には抗原の負荷試験が必要で、負荷試験は

危険を伴う 試験であるため、限られた専門施設でしか実施されてin vivo
いない。よって、現時点では必ずしもアレルギーの原因物質が特定され

ていない状況で治療が実施されている状況である。

○ 根治的治療法が未確立

アレルギー疾患に関する研究の成果として、徐々に発症機序、悪化因

子等の解明が進みつつあるが、その免疫システム・病態はいまだ十分に

解明されていないため、アレルギー疾患に対する完全な予防法や根治的

治療法がなく、治療の中心は抗原回避をはじめとした生活環境確保と抗

炎症剤等の薬物療法による長期的な対症療法となっているのが現状であ

る。免疫アレルギー疾患に関するわが国の基礎研究は世界水準にあると
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、 。いえるが 創薬等の治療へと進む研究が行われていないとの意見もある
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２．今後のアレルギー対策について

（１）アレルギー対策の基本的方向性

(1)今後のアレルギー対策の目標

国のアレルギー対策の目標としては、アレルギー疾患に関して、予防・

治療法を確立し、国民の安心・安全な生活の実現を図ることにある。

しかしながら、従来の対策では先に述べたような医療面での問題、患者

のＱＯＬの低下の問題等が生じており、これらの問題の解決を図るため、

施策の優先目標を定め、アレルギー対策を効果的に講じる必要がある。

「自己管理可能な疾患」へ

患者のＱＯＬの維持・向上が図られるよう、アレルギー疾患の重症化を

予防するための日常生活における管理や医療の提供が重要である。このた

め、アレルギー疾患の自己管理を可能とするためには、身近なかかりつけ

医をはじめとした医療関係者等の支援の下、患者及び患者家族が必要な医

療情報及び相談を得て、治療法を正しく理解し、生活環境を改善し、また

自分の疾患状態を客観的に評価する等の自己管理が必要である。

なお、このような取り組みに重点を置きつつ、長期的視点に立ってアレ

ルギー疾患の予防及び根治療法の確立のための研究等の更なる推進を進め

アレルギー疾患の克服を目指すこととする。

(2)国と地方公共団体との適切な役割分担と連携体制の確立

上記アレルギー対策の目標が達成されるためには、国と地方公共団体、

関係団体等との役割分担及び連携が重要となる。国と地方公共団体の役割

分担については、アレルギー疾患の特性及び医療制度の趣旨等を考慮すれ

ば、基本的には、都道府県は、適切な医療体制の確保を図るとともに、市

町村と連携しつつ地域における正しい情報の普及啓発を行うことが必要で

ある。一方、国は地方公共団体が適切な施策を進めることができるよう、

先進的な研究を実施しその成果を普及する等の必要な技術的支援を行う必

要がある。また、このような行政における役割分担の下、厚生労働省は患

者団体、日本医師会、日本アレルギー学会、日本小児科学会等関係団体並

びに関係省庁と連携してアレルギー対策を推進していくことが必要であ

る。
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２）アレルギー対策の具体的方策（

、 （ ）上記の方向性を具体的に達成するため 今後５年 平成２２年度まで

を目途に重点的に取組む具体的方策は以下のとおりである。

今後の方向性

○ 医療の提供

基本的には医療圏毎に、安定時には身近なかかりつけ医において診療

を行い、重症難治例や著しい増悪時等には専門医療機関において適切に

対応できるよう、円滑な連携体制の確保を図る。

また、診療ガイドラインに基づく計画的治療は、従来の患者の自覚症

状による治療よりも患者ＱＯＬの向上及び効率的医療の提供が図られる

ことが報告されており、診療ガイドラインの普及が重要である。

○ 情報提供・相談体制

患者を取り巻く生活環境等の改善を図るため、アレルギー疾患を自己

管理する手法等の開発を図るとともに、地方公共団体と連携し、その手

法等の普及啓発体制の確保を図る。

○ 研究開発等の推進

アレルギー疾患を自己管理できるよう、患者が自ら抗原を回避するた

めにアレルギーの原因物質の特定が可能となる手法及び早期診断手法等

を開発する。

また、有効な治療法に関する情報収集体制について検討する。

○ 特に、各アレルギー疾患について重点的に取組む事項は以下のとお

りである。

・ 花粉症については、舌下減感作療法等の開発を推進する。

・ 喘息については、喘息死の減少を目指し、適切な医療体制の確保を

図る。

・ 食物アレルギーについては、可能な限り患者自身が正しく抗原を知

り抗原を回避できるよう、対策を講じる。

・ アトピー性皮膚炎については、患者のＱＯＬの向上のため、患者が
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継続的に医療を受けられるよう、また自己管理が可能となるように方

策を講じる。

(1)医療の提供

(ア）かかりつけ医を中心とした医療体制の確立

○ アレルギー疾患に必要な医療体制

・ 国においては、アレルギー疾患にかかる医療体制を確保するた

め、日本医師会等医療関係団体や関係学会等と連携して、診療ガ

イドラインの改訂及びその普及により、地域の診療レベルの不均

衡の是正を図る。また、国は地域におけるアレルギー対策の医療

提供体制のあり方について事例集を作成・配布し、都道府県等へ

の普及に努める。

・ このような国の取組を踏まえ、都道府県においては、医療計画

等を活用して、地域におけるアレルギー疾患に関する医療提供体

制の確保を図ることが求められる。また、適切な地域医療を確保

する観点から、地域保健医療協議会等を通じて関係機関との連携

を十分図る必要がある。

・ アレルギー疾患患者に対しては、安定期にはアレルギー疾患に

精通した身近なかかりつけ医が診療するが、重症難治例や著しい

増悪時には専門的な対応が必要である。そのため、基本的には医

療圏毎にアレルギー診療の専門機能を有している医療機関が必要

であり、また、アレルギー疾患はほぼ全身臓器に係わる疾患であ

ることから、このような専門医療機関等を支援できるよう、都道

府県に１カ所は集学的な診療体制を有している病院を確保する必

要がある。なお、集学的な診療体制においては、アレルギー性鼻

炎、喘息、アトピー性皮膚炎、小児のアレルギー疾患等に関して

専門の医師を有していることが望ましい。

・ 重症難治例等に至らずとも一次医療機関で対応できる分野につ

いては、地域の事情によっては診療所間の連携体制の構築につい

ても留意する必要がある。
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○ 喘息死等を予防する医療体制： 喘息死ゼロ」を目指して「

喘息死の原因として、患者側の認識不足や不定期受診等の問題、診

療側の診療ガイドラインの利用度の問題等が挙げられているため、地

域において診療所と救急病院とが連携し、患者教育を含む適切な治療

の普及と患者カードを常に携帯してもらうことによる医師－患者間の

情報共有等を図ることが重要である。喘息発作についての初期対応が

可能な救急病院は、基本的には、医療圏単位で確保されることが望ま

しい。なお、当該病院に求められる要件としては、高度、大規模な医

療機器を備えている必要はなく、アレルギー専門の医師の確保がなさ

れていれば足りるとの意見がある。

※ 喘息死ゼロを目指した取組の主な内容は以下のとおりである。

・ かかりつけ医における診療ガイドラインの普及

・ 患者カード携帯による患者の自己管理の徹底

・ 救急時対応等における病診連携の構築

(イ）人材育成

○ アレルギー疾患診療に精通したかかりつけ医の育成

・ 国においては、診療ガイドラインに基づく治療を行うことによ

り、患者のＱＯＬを向上させ、効率的かつ適切な医療の提供を

促進できることから、日本医師会等医療関係団体や関係学会等

と連携して、かかりつけ医に対して診療ガイドラインの普及を

図りつつ、医学・医術の進歩に応じ診療ガイドラインの改訂を

図る。

・ 医学教育においては、全国の医科大学（医学部）の教育プログ

ラムの指針となる「医学教育モデル・コア・カリキュラム」に

おいて 「アレルギー疾患の特徴とその発症を概説できる 「ア、 」

ナフィラキシーの症候、診断と治療を説明できる 「薬物アレル」

ギーを概説できる」などの到達目標を掲げていることから、各

大学においては、これに基づいた教育カリキュラムを策定し、

その充実を図ることが必要である。

・ 臨床研修においても、現在、経験目標の１疾患としてアレルギ

ー疾患が取り上げられており、救急対応等をはじめとしたプラ
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イマリケアの基本的診療能力としてその正しい知識及び技術の

修得に資するものである。臨床研修を受けている医師は自らア

レルギー疾患（喘息発作やアナフィラキシーショック等）の診

療について経験することが必要である。

・ また、日本医師会において実施している医師の生涯教育におい

て、今後ともより一層アレルギー疾患に係る教育が充実される

ことを望みたい。

・ 小児アレルギー診療に携われる人材の育成について、日本小児

科学会の取り組みが望まれる。

○ アレルギー専門の医師の育成

アレルギー疾患診療の質の向上及び都道府県間におけるアレル

ギー専門の医師の偏在是正を図るため、関係学会におけるアレル

ギー専門の医師が適切に育成されることが望まれる。

また、アレルギー診療はほぼ全身臓器に係わり全年齢層にわた

る疾患の診療となるため、総合的なアレルギー専門の医師の存在

は重要と考えられ、関係学会においてそのような専門の医師の育

成について検討することが望まれる。

○ 保健師、看護師、薬剤師及び管理栄養士等においても、アレルギ

ー疾患患者に適切に対応できるよう、知識・技能を高めておく必要

がある。また、保健師、看護師については日本看護協会の研修にお

いて、今後ともより一層アレルギー疾患に係る教育が充実されるこ

とが望ましい。さらに、アレルギー疾患にはアナフィラキシーを含

む食物アレルギーもあり、適正な食物除去が行われることが重要で

あることから、管理栄養士・栄養士についても、アレルギー疾患に

十分対応できるよう、日本栄養士会の研修等において今後より一層

アレルギー疾患に係る教育が充実されることが望ましい。

(ウ）専門情報の提供

○ 国は、アレルギー疾患に関する研究成果等を踏まえた専門的な医

学情報については、関係学会等と協力して必要な情報提供体制の確
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保を図る。また、専門医療機関等からの相談に対応できるよう国立

病院機構相模原病院の臨床研究センターに相談窓口を設置する。

(2)情報提供・相談体制

国及び地方公共団体は、患者が生活環境等を改善するため、患者自

己管理手法の促進、情報提供体制や相談体制の確保のための対策を講

じる。

(ア）自己管理の促進

○ 自己管理する内容

患者及び患者家族が管理することが望まれる主な事項は以下のとお

りである。

・ 生活環境改善（食物・住環境等に関する抗原回避、禁煙等）

・ 罹患している疾患と治療法の正しい把握

・ 疾患状態の客観的な自己評価

・ 救急時対応 等

○ 自己管理の習得法の普及

・ 国は、日本アレルギー学会等と連携し、上記内容について効果的

な教育資材等を作成し、都道府県等や医療従事者等に配布する。

・ このような国の取組を踏まえ、都道府県等においては、都道府県

医師会や関係学会等と連携して研修会を実施する等して、保育所・

学校（ＰＴＡ等 ・職域や地域（子ども会等）等における自己管理）

手法の普及を図ることが求められる。

・ また、市町村においても、都道府県等と同様の取組が期待され、

乳幼児健診等における保健指導等の場を効果的に活用し、アレルギ

ー疾患の早期発見及び自己管理手法の普及等を図ることが求められ

る。

、 、 、・ さらに 学校・保育所等においては 保護者等と十分連携をとり

児童のアレルギー疾患の状況を把握して健康の維持・向上を図るこ

とが望ましい。
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・ 医療従事者においては自己管理手法の普及について正しく認識さ

れ、医療機関において指導を実践することが望ましい。

(イ）情報提供体制の確保

○ 国民及び患者にとって必要な情報

国民及び患者にとって必要な、アレルギー疾患に関する主な情報は

次のとおりである。

・ アレルギー疾患に関する一般疾病情報（病因・病態・疫学等）

・ 生活環境等に関する情報

（アレルギー物質を含む食品に関する表示やシックハウス症候

群等について、患者が適切に生活環境を確保できるうような

情報等）

・ 適切な治療や薬剤に関する情報

・ 研究成果等に関する最新診療情報

・ 医療機関及びサービスの選択にかかる情報

○ 情報提供手段

・ 正しい情報を効果的かつ効率的に普及するためには、インター

ネットのみならず、パンフレット等を活用する情報提供も必要で

ある。

・ 国においては、適宜関係学会等と連携し、ホームページやパン

フレット等を活用して、最新の研究成果を含む疾病情報や診療情

報等を都道府県等や医療従事者等に対して提供する。

、 、・ 地方公共団体においては 国等の発信する情報を活用するほか

それぞれの地域医師会等の協力を得ながら、医療機関等の選択に

係る情報を住民に対して提供することが望ましい。

○ その他

・ 国は、アレルギー物質を含む食品に関する表示については、科

学的知見の進展等を踏まえ、表示項目や表示方法等の見直しを検

討していく。
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・ 広告規制の緩和に伴い、一定の基準に適合するものとして厚生

労働大臣に届出がなされた学術団体の認定する医師等の専門性に

関する資格名が広告できることとなっているが、日本アレルギー

学会については未だ、学術団体としての法人格を有していないた

め、アレルギー診療を行う医師の専門性に関する資格名を広告す

ることができない。日本アレルギー学会は、当該学会の認定する

専門医の名称を広告できるよう努めているところである。

・ 未就学児童をもつ保護者へのアレルギー疾患に関する情報提供

は、乳幼児期はアレルギー疾患の好発年齢であることから特に重

要である。そのひとつとして、市町村は、保育所等を通じて、食

を通じた子どもの健全育成（いわゆる「食育 ）に関する取組の」

中で、食物アレルギーのある子どもについても対応を進めていく

ことが望ましい。

(ウ）相談体制の確保

○ 国は、地域毎の相談レベルに格差が生じないよう、全国共通の相

談員養成研修プログラムを作成し 「リウマチ・アレルギー相談員養、

成研修会」及び「シックハウス担当職員研修会」の充実を図る。

○ このような国の取組を踏まえ、都道府県においては体系的なアレ

ルギー相談体制の構築、具体的には、一般的な健康相談等は市町村

において実施し、抗原回避等に関するより専門的な相談については

。 、保健所において実施する等を検討し実施することが望ましい また

保健所においては、地域医師会や栄養士会等と連携し、個々の住民

の相談対応のみならず、市町村への技術的支援や地域での学校や企

。業等におけるアレルギー対策の取組への助言等の支援が期待される

(3)研究開発及び医薬品開発の推進

(ア）効果的かつ効率的な研究推進体制の構築

○ アレルギー疾患に関する研究をより戦略的に実施するためには、

研究企画・実施・評価体制の構築として、明確な目標設定、適切な

研究評価及び効果的なフィードバックが重要である。
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○ 国は研究の採択に当たってテーマの類似している研究課題の統廃

合を進めるとともに、政策的課題に関連するテーマを明確化し公募

課題に反映させる必要がある。なお、国が進めていくべき研究課題

は、民間企業と国との役割を認識しながら、研究事業の評価委員会

の意見を踏まえ、課題の決定を行う。

○ 有効な治療法選択のための情報収集体制の構築の検討

治療効果も含めたアレルギー疾患患者の動向を適切に把握すること

は、単に疾病統計という視点のみならず、病因、病態、診断、治療、

予後等の研究を効果的かつ効率的に進める上で重要である。国におい

ては、科学的根拠に基づいた縦断的な定点観測体制等の構築が必要で

ある。

また、小児に特化した調査としては、同一客体を長年にわたって追

跡調査する「２１世紀出生児縦断調査」が平成１３年度から実施され

、 。ているところであり 国は調査結果の積極的な活用について検討する

(イ）研究目標の明確化

① 当面成果を達成すべき研究分野

平成２２年度までに研究成果を得られるよう、次の研究分野を重点

的に研究を推進していく。

○ アレルギー疾患患者自己管理手法の確立

・ 国においては、アレルギー疾患を自己管理できる疾患とする

ための手法の確立を最優先の目標とする。そのため、関係学会

等と連携し、平成２２年度（２０１０年度）を目標に、より確

実で簡便な抗原診断法の開発を進め、患者がアレルギーの原因

物質を日常生活の中で適切に管理できるよう、抗原回避等の自

己管理手法の確立や早期診断法の確立等に重点化を図る。国は

これら研究成果はかかりつけ医等にその技術の普及を図り、患

者がアレルギーの原因物質を日常生活の中で適切に管理するこ

とを目指す。
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最優先研究目標

（１）治療法の効果を正しく判定するための指標の開発

（２）抗原特定手法の開発及び環境中抗原調整手法の確立

① 安全で正確にアレルギー疾患の原因を特定する検査法の

開発

② 自宅で実施可能な環境中抗原調整手法の開発

（３）重症化・難治化予防のための早期診断法の確立

（４）自宅で実施可能な減感作療法の開発の推進

自宅で行うことができる治療法開発は、国は今後さらに研究

を進めていくべきである。特に国はスギ花粉症に対する舌下減

感作療法の治療法開発についての臨床研究を推進し、安全性、

有効性を確認する。

② 長期目標を持って達成すべき研究分野

○ アレルギー疾患の予防法と根治的治療法の開発

長期目標としてアレルギー疾患の病態・免疫システム解析と病因

解明を行い、その成果に基づくアレルギー疾患の根治的治療法を開

発することを国は目指す。

着実に進めていくべき研究目標

病態・発症機序の解明

（１）免疫システムの解明によるアレルギー疾患のコントロール

① 自然免疫と獲得免疫等の機序の解明

② アレルギー性炎症の中心となる細胞の確定

（２）気道等組織リモデリング（不可逆変化）のアレルギー疾患

への関与

アレルギー発症予防法の確立

（１）小児のアレルギー疾患と成人のアレルギー疾患の病態異同

の解析

（２）胎内におけるアレルギー感作予防と出生後におけるアレル

ギー発症予防（遺伝因子と環境因子の影響に関する解析）

（３）食物アレルギーの予防薬の開発



- 38 -

治療法の開発

（１）早期治療の効果と長期予後

（２）治療中止基準の確立

（３）免疫療法（ＤＮＡワクチン等 ・生物学的製剤等の開発）

（４）テーラーメイド医療

（５）減感作療法等根治的治療法の効能等改善のための、抗原に

関する基盤研究

③ その他の必要な研究

○ いわゆる民間医療の評価

国においては、いわゆる民間医療を評価し、その評価結果を国民

に情報提供し、正しい知識の普及を図るとともに、民間医療の中で

基礎研究・臨床研究に取り上げるべき治療法について検討を加え

る。

○ 患者の行動変容に関する研究

(ウ）医薬品の開発促進等

○ 新しい医薬品の薬事法上の承認に当たっては、国は適切な外国の

データがあればそれらも活用しつつ、適切に対応する。

○ 国においては、優れた医薬品がより早く患者の元に届くよう治験

環境の整備に努める。特に小児に係る医薬品については対応が十分

とはいえないため、小児に係る臨床研究の推進を図ることが望まし

い。

(4)施策の評価等

○ 政策評価

・ 国においては、国が実施する重要な施策の実施状況等について評

価し、また、地方公共団体の実施する施策を把握することにより、

より的確かつ総合的なアレルギー対策を講じていくことが重要であ

る。また、地方公共団体においても国の施策を踏まえ、連携を模索

し、施策を効果的に実施するとともに、主要な施策について政策評

価を行うことが望ましい。




